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2１．はじめに

◼ 容量市場の2025年度包括的検証については、本検討会において検証項目に沿った情報提供を開
始したところ。

◼ 7/25の本検討会では、包括的検証で取り組む 「Call for Evidence（以下、CfE）」 について説
明を行った。

➢ 制度を振り返りながら参加者を含めた関係者より、容量市場の将来に向けた気づきやアイデア等を募る

◼ 本日は、検証項目に沿った情報提供の続きを行うとともに、10月頃を目途として「CfE」を実施する
にあたり、具体的なイメージをお伝えする。



3２．2025年度包括的検証の検証項目に沿った情報提供

◼ 本日は、前回の続きとして、赤枠の検証項目に関する情報提供を行う。

目的（観点） 検証概要 検証項目

①制度主旨の
再確認

容量市場の導入に
よる影響を評価、制
度主旨との整合性
を再確認する。

• 中長期的な供給力の確保状況

• 発電投資の予見性確保状況

• 卸市場価格等に対する影響

• 調整力の確保の状況

• 容量メカニズムの適合性（他の容量メカニズムと比較）

②現在の仕組
みの再確認
（必要に応じた
機能性の向
上）

現行の容量市場の
ルールが効果的に機
能しているかを再確
認し、必要に応じて
見直し案を検討する。

• 需要曲線・指標価格の適切性

• 応札ルール（参加資格、参加区分、開催タイミング等）の適切性

• 約定ルール（シングルプライス・マルチプライス、市場分断処理等）の適切性

• リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

• 発動指令電源の状況（募集のタイミング、市場退出の是非、実効性テストの負担等）

• 容量確保契約金額・容量拠出金の状況

③市場運営の
効率化

効率的な市場運営
ができているか確認
し、必要に応じて運
用を改善する。

• 参加登録業務の状況

• ２年度前の容量停止計画調整の状況

• 実需給期間のアセスメント業務の状況

• 契約管理・会計業務の状況

• 運用システムの状況

本日の内容

本日の内容

前回紹介

前回紹介

前回紹介

本日の内容
（２回目）
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観点１ 「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供

・中長期的な供給力の確保状況

観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・応札ルール（参加資格、参加区分、開催タイミング等）の適切性

・需要曲線/指標価格の適切性

・約定ルール（シングルプライス・マルチプライス、市場分断処理等）の適切性

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

観点３ 「市場運営の効率化」 に関連した情報提供

・参加登録業務の状況

・２年度前の容量停止計画調整の状況
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３．観点１：「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供

経過年数別構成容量（2027年度・2028年度）

◼ 2027年度と2028年度向けメインオークションの約定結果から、電源の経過年数別の構成について
確認※を行った。

◼ 容量市場の落札容量は、運開年度からの経過年数に関わらず、多くの電源で構成されている。
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落札 ：159,114
不落札（上限価格内）：2,829
不落札（上限価格超）：3,009

落札 ：160,866
不落札（上限価格内）：3,150
不落札（上限価格超）：1,027

(単位：MW)

＜経過年数※1別構成容量（年度別・落札/不落札別）＞

※1：運開年度から実需給年度までの経過年数

＊変動アグリ・発動指令を除く

※ 2024年度～2026年向けの公表内容と同じ方法で確認
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◼ 2024年度～2026年度向けメインオークションの結果による経過年数別構成容量は以下のとおり。

３．観点１：「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供
（参考）経過年数別構成容量（2024年度・2025年度・2026年度）

第76回制度検討作業
部会（一部加工※）
（2023年２月27日）
※グラフの経過年数の表記を明確化
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◼ 2028年度向けメインオークション結果による経過年数別/発電方式別構成容量の確認※を行った。

３．観点１：「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供
経過年数別/発電方式別構成容量（2028年度）

落札

不落札
上限価格内

不落札
上限価格超

経過年数※1別／発電方式別構成容量（2028年度）

(単位：MW)

＊変動アグリ・発動指令を除く

※１：運開年度から実需給年度までの経過年数 ※２ 揚水：純揚水と混合揚水を合算 ※３ 石炭等：石炭とバイオマス混焼を合算 ※４ 石油その他：石油・LPG・歴青質混合物・その他ガスを合算
※５ その他再エネ：太陽光・風力・地熱・バイオマス専焼・廃棄物を合算

※2 ※３ ※４

※「その他再生可能エネ（※５）」「蓄電池」計上分は、凡例・ラベルを省略

※ 2026年度向けの公表内容と同じ方法で確認
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◼ 2026年度向けメインオークションの結果による経過年数別/発電方式別構成容量は以下のとおり。

３．観点１：「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供
（参考）経過年数別/発電方式別構成容量（2026年度）

第76回制度検討作業
部会（一部加工※）
（2023年２月27日）
※グラフの経過年数の表記を明確化
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観点１ 「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供

・中長期的な供給力の確保状況

観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・応札ルール（参加資格、参加区分、開催タイミング等）の適切性

・需要曲線/指標価格の適切性

・約定ルール（シングルプライス・マルチプライス、市場分断処理等）の適切性

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

観点３ 「市場運営の効率化」 に関連した情報提供

・参加登録業務の状況

・２年度前の容量停止計画調整の状況



10４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
包括的検証の対象

◼ 容量市場では、将来の想定需要等をもとにした目標調達量を一定期間前に設定し、供給信頼度を
用いたオークション形式で供給力を募集する。

◼ 容量市場の包括的検証では、「メインオークション」と「追加オークション」を対象に検証を行う。

各オークションの詳細

将来の一定期間における需要に対して必要な供給力を調達するため、実際に
供給力を提供する年度（以下「実需給年度」という）の４年前に実施する。

容量オークション
（右記オークションの総称）

容量市場の種類

メインオークション

追加オークション

メインオークション実施後の想定需要、メインオークションで調達した供給力及び
その増減等を考慮し、本機関が必要と判断した場合に、実需給年度の１年
前に実施する以下２つのオークションがある。

➢ 調達オークション
必要供給力に対し、メインオークションで調達した供給力に不足が認めら
れた場合に、追加で容量提供事業者を募集する。

➢ リリースオークション
必要供給力に対し、メインオークションで調達した供給力に余剰が認めら
れた場合に、本機関との間で締結した容量確保契約に定められた容量
をリリースする容量提供事業者を募集する。

包括的検証の対象

脱炭素化に向けた新設・リプレース等の巨額の電源投資に対し、長期固定収
入が確保される仕組みにより、容量提供事業者の長期的な収入予見性を確
保することで、電源投資を促進するために実施する。

長期脱炭素電源オークション
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◼ 容量市場では、実需給の4年前と1年前にオークションのタイミングを設けている。

◼ 実需給4年度前に開催されるオークションをメインオークション、開催が必要と判断された場合に、実
需給1年度前に開催するオークションを追加オークションとしている。

容量市場 メインオークション制度説明会
資料（対象実需給年度2029年度）

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
メインオークションと追加オークションとは



12４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
欧米の容量市場の概要

フランス

イギリス
・実需給4年度前のメインオークション
・実需給1年度前の追加オークション

・実需給4年度前のメインオークション
・実需給3年度後までの追加オークション

容量市場集中型

容量市場分散型

日本 新設/既設
・実需給4年度前のメインオークション
・実需給1年度前の追加オークション

容量市場集中型

制度形態

MISO
（アメリカ）

NYISO
（アメリカ）

PJM
（アメリカ）

・実需給3年度前のメインオークション
・実需給2年1か月、1年1か月、4か月前の追加オークション

・実需給1~8カ月前のメインオークション

・実需給1カ月前のメインオークション（年2回）
・実需給15日前の追加オークション
・実需給5日前の追加オークション

ISO-NE
（アメリカ）

・実需給3年度前のメインオークション
・実需給の2年～3か月前の追加オークション

容量市場集中型

容量市場集中型

容量市場集中型

容量市場集中型

参加対象

新設/既設

新設/既設

新設/既設

新設/既設

新設/既設

新設/既設

オークション種類

◼ 欧米でも将来の供給力に向けて、容量メカニズム（容量市場）の仕組みを用いている。

◼ 欧米では、新設と既設を容量市場の参加対象とし、メインオークションと追加オークションの両方の
仕組みを用いている国が多い傾向にある。



13４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
オークションの参加対象となる電源等

◼ 容量市場のオークションの参加対象となる電源等について、実需給年度に供給力を提供できる新設
と既設を電源等を対象とし、安定電源・変動電源・発動指令電源の参加区分を設定している。

容量市場 メインオークション制度説明会
資料（対象実需給年度2029年度）
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◼ オークションの参加対象となる事業者は、国内法人の電気供給事業者としている。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）オークションの参加対象となる事業者

容量市場 メインオークション制度説明会
資料（対象実需給年度2029年度）

３.募集内容
（１） 募集量 「第６章 落札電源及び約定価格の決定方
法」に記載される方法にて約定処理を行い、 約定した量の総計
が募集量となります。
（２） 実需給年度 2029 年度（2029 年 4 月 1 日～
2030 年 3 月 31 日）
（３） 対象エリア 全国（ただし、沖縄地域及びその他地域の
離島を除く。）
（４） 参加登録が可能な事業者 下記のア及びイを満たす者
が、参加登録が可能な事業者とみなします。
ア 実需給年度において、電気事業法第二十二条の三に定め
る電気供給事業者であり、自ら又は他者が所有する電源等を
用いて本オークションに応札する意思が ある者
イ 国内法人（日本の法律に基づいて設立され、日本国内に本
店又は主たる事務所 を持つ法人）であること
（５） 参加登録した事業者が登録可能な電源等

ア 供給計画の届出に係るガイドラインに沿って適切に供給
計画に計上することが求められるため、供給計画に計上されて
いる、若しくは供給計画に計上する見込み がある電源が安定
電源又は変動電源に登録が可能です。
イ 登録できる電源等は以下に区分され、要件は以下のとおりで
す。なお、電源等に ついては電源等情報の登録において本機
関が審査を行います。

容量市場 メインオークション募集要綱
（対象実需給年度2029年度）
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◼ 容量市場では、これまで実需給年度2024年度～2028年度を対象として5回のメインオークションを
開催している。発電方式別の応札容量は概ね同じ比率で推移している。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）容量市場における発電方式別の応札容量比率

容量市場メインオークション約定結果
（対象実需給年度：2028年度）
（2025年1月29日）
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◼ 水力発電所※は、安定電源および変動電源（単独）の電源区分でオークションに参加できる。

◼ 水力発電所は、水系運用における制約等の設備周辺環境に応じた条件によって、安定電源と変動
電源の双方の側面を持つ電源と考えられるため、事業者が「安定的な供給力を提供する電源」に該
当するか判断を行い、応札区分を決定する。

容量市場 メインオークショ
ン制度説明会資料（対象
実需給年度2029年度）

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
水力発電所に関する応札区分

供給の安定性

安定電源 変動電源

＜水力発電所が、「安定電源」と「変動電源」双方の側面を持つイメージ＞

安定

大きい

良い

不安定

小さい

悪い

ダムの規模

河川の流況

※供給計画に計上する電源のうち、計量単位1,000kW以上が参加判断が可能となる対象
※純揚水は安定電源として参加
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◼ 純揚水は、運転継続時間に応じた調整係数を乗じることで期待容量を算出している。

◼ 一般水力を含む変動電源（単独）は、安定的に供給力を提供できない電源として、送電可能電
力に調整係数を乗じることで期待容量を算出※している。

◼ なお、安定的に供給力を提供できる電源として安定電源区分で参加する一般水力は、調整係数を
設けていない。

（様式２）メインオークション期待容量等算定諸元一覧作
成についての補足説明 （対象実需給年度：2029年度）

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）純揚水および変動電源（単独）における期待容量算出

※安定して供給力を提供できる電源の能力をもとに、安定電源代替価値を決めることで容量市場に適切に参加できるようにしている



18４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
水力発電所の応札区分

◼ 容量市場の全体の構成の中で、一般水力の割合は約10％弱程度となる。

◼ 一方で、比較的小規模な水力発電所も多く、オークションへ参加する電源数が多い特性がある。

◼ また、この区分で参加する電源は、発電機だけなくダムの規模等の多様な特性をもっている。

◼ 安定的に供給力を提供できる電源として安定電源区分で参加する一般水力は、調整係数を設けて
いないことから、これまでにも事業者から水力発電所の期待容量の設定方法に関してのご意見をいた
だいている。

（例）制約状況により純揚水に準じた調整係数を用いて参加する等



19

観点１ 「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供

・中長期的な供給力の確保状況

観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・応札ルール（参加資格、参加区分、開催タイミング等）の適切性

・需要曲線/指標価格の適切性

・約定ルール（シングルプライス・マルチプライス、市場分断処理等）の適切性

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

観点３ 「市場運営の効率化」 に関連した情報提供

・参加登録業務の状況

・２年度前の容量停止計画調整の状況
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◼ 容量市場では、約定する電源や調達価格を決定するため需要曲線をあらかじめ設定している。

◼ 需要曲線は、供給信頼度を用いて作成し、安価で調達・また安価であっても過剰に調達しないため、
下に凸型の形状とし、指標価格（Net CONE）、上限価格（Net CONEの1.5倍）、目標調
達量、トレードオフ曲線、上限価格における調達量、調達価格がゼロにおける調達量を用いている。

◼ 今回は、需要曲線を設定する要素のそれぞれの考え方と、欧米での需要曲線例について紹介する。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
需要曲線の考え方について

第23回容量市場の在
り方等に関する検討会
資料より
（2020年1月31日）
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◼ 容量市場の需要曲線には、垂直方式やトレードオフ近似方式等がある。

◼ 入札結果において約定価格の変動幅が小さくなる効果を想定して、トレードオフ近似方式を採用し
ている国が多い傾向にある。

指標
価格

上限
価格

形
状

概
要

採
用
例

指標価格と目標調達量の交点を基準に、
トレードオフ曲線に近似する形で需要曲線を設定

目標調達量

目標調達量自体を需要曲線として設定

特
徴

MISO 日本、イギリス、PJM、ISO-NE※など（※トレードオフ曲線方式）

・供給力の変化に対する約定価格の変動が大きい
・制度設計としてシンプル

・約定価格の変動を抑えることが可能
・諸外国により形状や作成手順は異なる

垂直方式

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
需要曲線の形状の類型（欧米の事例含む）

トレードオフ近似方式（現行）

指標
価格

上限
価格

目標調達量



22４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
指標価格（Net CONE）について

第19回容量市場の在り方等に関する検討会
資料より（2019年4月23日）

◼ 容量市場の指標価格（Net CONE）は、経済的に選択される燃料種別・発電技術の数値を用
いることから、モデルプラントをCCGTとし、新規の電源建設の総コスト（Gross CONE）から容量
市場以外の収益を差し引く方法で算定している。

◼ なお、Gross CONEは、発電コスト検証WGで公表された諸元や、本検討会等において整理された
経済指標を反映して算定を行っている。
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◼ 現在のNet CONEは、2015年時点の発電コスト検証WGの諸元を用いて算定を行うことし、約
1.0万円/kWとなっている。

◼ また、容量市場の制度検討の中では、国の審議会において、最新の発電コスト検証WGの諸元を用
いた算定の試算結果も示しており、約2.3万円/kWの試算値を確認している。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）指標価格（Net CONE）の諸元

第101回 制度検討作業部会資
料より（2025年4月1日）



24４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）他市場収益について

◼ 需要曲線におけるNet CONEの算定は、他市場収益をGross CONEの34%で設定して算定する
こととしている。

第47回容量市場の在り方
等に関する検討会資料より
（2023年5月30日）
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◼ 容量市場の需要曲線の上限価格は、日本ではNet CONEの1.5倍として設定している。

◼ 欧米の需要曲線の上限価格も、Net CONEの1.5倍付近として設定している状況が確認できる。

Net CONE×1.5倍

Net CONE×1.5倍

Net CONE×1.5倍

Net CONE×1.6倍

Gross CONE または Net CONE×1.75倍のいずれか高い値

上限価格算定方法

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
需要曲線の上限価格（欧米の設定状況）

NYISO
（アメリカ）

ISO-NE
（アメリカ）

容量市場集中型

容量市場集中型

イギリス 容量市場集中型

日本 容量市場集中型

制度形態

PJM
（アメリカ）

容量市場集中型
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◼ 需要曲線の目標調達量は、最新の供給計画をもとに、実需給年度の全国H3需要（離島除き）
に、「偶発的需給変動分」、「厳気象対応分」、「持続的需要変動分」、「稀頻度リスク対応分」、
「追加設備量」を加え、実施するオークションごとに算定している。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
目標調達量について

第94回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会資料より
（2024年1月24日）

第95回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会資料より
（2024年2月20日）



27４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）目標調達量の算定方法（偶発的需給変動分・厳気象対応分）

第95回調整力及び需給バランス評価等に
関する委員会資料より（2024年2月20日）

第2回 持続的需要変動に関する勉強会資料
より（2022年3月31日）

偶発的需給変動分 厳気象対応分

◼ 偶発的需給変動分は、需要変動や計画外停止等の偶発的な事象に対応するための供給予備力と
して、シミュレーションにより算出している。

◼ 厳気象対応分は、厳気象に対応するための供給予備力として、H1需要とH3需要に対応する必要
供給力の差より算出している。



28４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）目標調達量の算定方法（持続的需給変動分）

第77回調整力及び需給バランス評価等に
関する委員会資料より（2022年9月28日）

持続的需給変動分

◼ 持続的需給変動分は、想定には織り込むことが困難な「流行など、発生するか予測が困難な循環的
に変動する要素」であり、H3需要のぶれに対応するための供給予備力として、統計手法により算出し
ている。



29４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）目標調達量の算定方法（稀頻度リスク対応分・追加設備量）

第81回調整力及び需給バランス評価等に関
する委員会資料より（2023年1月24日）

第67回制度検討作業部会資料より
（2022年6月22日)

稀頻度リスク対応分 追加設備量

◼ 稀頻度リスク対応分は、厳気象対応を踏まえた必要供給力を上回るリスクへの対応として、発電機
脱落や送電線故障による供給力低下率に基づき算出している。

◼ 追加設備量は、安定電源の停止可能量を確保するための対応として、算出している。



30

◼ 需要曲線の上限価格における調達量の点は、総コスト（調達コストと停電コストの和）が最小となる
点を結ぶトレードオフ曲線と上限価格との交点としている。

◼ また、調達価格ゼロにおける調達量の点は、トレードオフ曲線と目標調達量の交点から右下に直線を
引き、目標調達量以上の範囲において、トレードオフ曲線を上回る部分と下回る部分の面積が等しく
なる時のX軸との交点としている。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
上限価格・調達価格ゼロにおける調達量の設定

第23回容量市場の在り方等に関する
検討会資料より（2020年1月31日）

第19回容量市場の在り方等に関する
検討会資料より（2019年4月23日）
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◼ 需要曲線で用いるトレードオフ曲線は、調達コスト（調達量と調達価格の積）と停電コスト（停電
量と停電単価の積）の和が最小となる点を結ぶ近似曲線となる。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）トレードオフ曲線について

第23回容量市場の在
り方等に関する検討会
資料より
（2020年1月31日）
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◼ 約定処理で加算する供給力は、応札前にあらかじめ示している。

◼ 約定処理で加算する供給力は、「FIT電源等の期待容量」、「追加オークション調達見込み量」、
「容量市場外見込み量」、「長期脱炭素電源オークション契約容量」、「事後的に織り込む・控除す
る供給力」としている。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
約定処理において加算する供給力

第65回容量市場の在
り方等に関する検討会
資料より
（2025年6月26日）



33４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）需要曲線で示している、約定処理において加算する供給力

第56回容量市場の在り方
等に関する検討会資料より
（2024年6月27日）
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観点１ 「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供

・中長期的な供給力の確保状況

観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・応札ルール（参加資格、参加区分、開催タイミング等）の適切性

・需要曲線/指標価格の適切性

・約定ルール（シングルプライス・マルチプライス、市場分断処理等）の適切性

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

観点３ 「市場運営の効率化」 に関連した情報提供

・参加登録業務の状況

・２年度前の容量停止計画調整の状況



35４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
メインオークションにおける約定ルール

◼ 約定処理の方法は、まず応札価格が低い順に全ての応札情報を並べ、供給曲線を作成する。

◼ 全国の需要曲線と供給曲線の交点となる応札情報の価格を確認し、この約定価格以下で応札さ
れている電源等が落札の対象電源となる。

◼ この仕組みで落札された電源のうち、最も高い応札価格が全国の約定価格となる（応札価格が単
一の約定価格となるシングルプライス方式）。

◼ さらに、約定処理の中で追加・減少処理が行われ、市場競争が限定的となっているおそれがあるエリア
については、一部の電源に対してマルチプライス方式の価格が適用される。

容量市場 メインオークション制
度説明会資料（対象実需給
年度2029年度）
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◼ 全国の需要曲線と供給曲線の交点における供給力をもとに供給信頼度計算を行い、供給力が不足
しているエリア（ブロック）・充足しているエリア（ブロック）は、市場分断を行う。

◼ 市場分断時には、供給力不足エリア（ブロック）では供給信頼度が満たされるまで応札価格の低い
電源から順に追加確保し、充足エリア（ブロック）では高い順に落札を減じる補正を行う。なお、各エ
リア（ブロック）で最後に追加した電源の応札価格がそのエリア（ブロック）の約定価格となる。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
市場が分断される場合の約定処理ルール

◼ 全国の需要曲線と供給曲線の交点をもとにした算定結果を、そのオークションにおける供給信頼度基
準とし、当該供給信頼度基準をもとにして、基準に対し劣後しているエリア（ブロック）を「不足エリ
ア」、基準に対し優位となるエリア（ブロック）を「充足エリア」として、追加・減少処理を行う。

➢ 当該供給信頼度基準をもとにして、不足エリアでは供給信頼度が満たされるまで落札しなかった応札価格の
低い電源から順に追加確保し、充足エリアでは応札価格が高い順に落札された電源を減じる。

➢ 追加したエリアにおいては、最後に追加した電源の応札価格がそのエリアの約定価格となる。

容量市場 メインオークション制
度説明会資料（対象実需給
年度2029年度）
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◼ 電源区分が発動指令電源は、応札時の総容量をもとに、約定処理で一定の条件が設けられている。

➢ 応札上限容量を平年H3需要の5％（メインオークション4％＋追加オークション1％）と設定している。

➢ 当該エリア内の落札、非落札は実効性達成率の高い順に落札電源とする。

➢ エリアごとの応札量に応じた調整係数が、事後的に設定される。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）発動指令電源の扱いについて

容量市場 メインオーク
ション制度説明会資料
（対象実需給年度
2029年度）



38４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
欧米の約定方法

◼ 欧米では、約定処理や価格の決定方法として、封印入札方式やラウンド方式等が用いられている。

◼ 価格の決定方法は、一部の国を除き、シングルプライス方式が用いられている。

MISO
（アメリカ）

NYISO
（アメリカ）

ベルギー • 応札価格の低い電源から順次、目標調達量に達するまで約定マルチプライス

• 日本と同方式の封印入札・シングルプライスシングルプライス

• 日本と同方式の封印入札・シングルプライスシングルプライス

ISO-NE
（アメリカ）

• イギリスと同方式のラウンド方式・シングルプライスシングルプライス

イギリス
• ラウンド方式（価格上限からオークションが始まり、ラウンド毎に価格が一定幅で低下※）※市場管理者が価格を提示

• 市場参加者は、提示された価格での落札を許容する場合には「残留」を選択（拒否する場合は「退出」を選択）
• 供給量が需要量を下回った時点で終了、そのラウンド時点での価格が約定価格（シングルプライス）

シングルプライス

日本
• 封印入札方式（他者に公開されない仕組み）にて価格と容量を応札（1回限り）
• 安価な順に応札情報を並べ、供給曲線を作成し、需要曲線との交点で落札容量を決定

シングルプライス

PJM
（アメリカ）

• 日本と同方式の封印入札・シングルプライスシングルプライス

ルール ルール詳細



39４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
メインオークションにおける需要曲線と供給曲線

◼ メインオークションにおける全国需要曲線と供給曲線の交点は、直近のオークションの傾向として、Net
CONE付近となっている。

容量市場メインオークショ
ン約定結果（対象実需
給年度：2028 年
度）資料より
（2025年1月29日）
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観点１ 「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供

・中長期的な供給力の確保状況

観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・応札ルール（参加資格、参加区分、開催タイミング等）の適切性

・需要曲線/指標価格の適切性

・約定ルール（シングルプライス・マルチプライス、市場分断処理等）の適切性

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

観点３ 「市場運営の効率化」 に関連した情報提供

・参加登録業務の状況

・２年度前の容量停止計画調整の状況



41４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
容量市場におけるリクワイアメントの設定

◼ 容量市場では、容量提供事業者に対して、供給力の提供に関するリクワイアメントがあり、募集要
綱や容量確保契約約款等により、電源区分ごとにリクワイアメントを設定している。

◼ 市場管理者は、リクワイアメントの達成状況をアセスメント（評価）し、達成状況に応じて容量提供
事業者に容量確保契約金額を交付する。

容量市場 メインオークション制度説明会
資料（対象実需給年度2029年度）

※稼働抑制については2025年度開始であるため、今回の論点からは対象外とする。



42４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
経済的ペナルティの2024年度実績（実需給期間）

容量確保契約金額
（年額）

経済的ペナルティ額の
年度累計

金額
（百億円）

電源数
金額

（百億円）
契約金額に対する比率

全電源合計 155.4 1,338 4.8 3.1%

電
源
等
区
分

安定電源 146.9 597 4.1 2.8%※

変動電源
(単独)

3.8 626 0.1 2.4%

変動電源
(アグリゲート)

0.3 18 0 0.0%

発動指令電源 4.4 97 0.6 13.2%

＜容量確保契約金額に対する経済的ペナルティ割合（市場退出除く）＞

◼ 2024年度の容量確保契約金額に対する経済的ペナルティの割合は、安定電源・変動電源が約2
～3％、発動指令電源が約13％の状況であった。

※安定電源のペナルティの内訳は、市場応札が63%、容量停止計画（実需給）が33%、供給指示が4%であった。（左記ペナルティ内訳は、
各月のペナルティ上限などは考慮せず算出している）
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観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

▸ 計画停止調整

▸ 余力活用に関する契約の締結

▸ 実需給の容量計画停止

▸ 市場応札

▸ 供給指示

▸ ペナルティレート

▸ 発動指令電源
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◼ 容量市場は、メインオークション時点では定期補修などの時期を設定せず応札する仕組みとしている。

◼ そのため、実需給2年度前の計画停止調整は、落札電源の定期補修などが実需給期間の特定の時
期に集中しないよう、オークションに参加した事業者が補修時期の調整を実施する。

容量市場 メインオー
クション制度説明会資
料（対象実需給年
度2029年度）

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
「計画停止調整」のリクワイアメント（実需給2年度前の容量停止計画の調整）



45４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
実需給2年度前の容量停止計画の調整の流れ

◼ 容量停止計画の調整では、各事業者が10月末までに、実需給期間の定期補修等の容量停止計
画について電源毎に提出する。

◼ 11月から12月にかけて、市場管理者は随時集約した容量停止計画をもとに供給信頼度評価を公
表し、各事業者はその結果をもとに容量停止計画（補修時期）を必要に応じて再調整する。

◼ また、一般送配電事業者の実施する流通設備作業に同調を求める電源は、7月に容量停止計画を
提出し、あらかじめ流通設備作業との調整が行われる。

＜実需給２年度前の容量停止計画の提出時期（イメージ）＞



46４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
実需給2年度前の容量停止計画の調整の詳細スケジュールと結果

◼ 11～12月の容量停止計画の調整は、全国の電源を対象にして一斉に行われる。

◼ そのため、期間中に4つのSTEP（期間や調整条件）を設定し、効率的に作業調整を行う。

◼ これまでに、2024年度から2026年度を実需給年度とする計3回の容量停止計画の調整業務を実
施し、いずれの年度も概ね供給信頼度を確保した状態で調整を完了している。

● ● ● ● ● ●

１１月 １2月

調整期間終了

STEP１

STEP３

STEP４※

STEP２

期間 条件

STEP1 11月第1週～第3週 全ての電源が時期の変更を可能とする。

STEP2 11月第4週～12月第1週 供給信頼度に影響を与える月への計画変更は不可

STEP3 12月第2週～12月第3週
調整不調月の電源以外は、計画変更不可（ただし、STEP2と同様の制約
あり）

STEP4※ 12月第4週～12月第5週 供給信頼度に影響がある場合のみ個別調整

※供給信頼度に影響を与える状況が解消される見込みがない場合に限り実施

＜調整スケジュールのイメージ＞

▼：結果確認のタイミング

調
整
対
象
電
源
数

容量停止計画を徐々に確定していく

●：供給信頼度の算定と公表

● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ●



47

観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

▸ 計画停止調整

▸ 余力活用に関する契約の締結

▸ 実需給の容量計画停止

▸ 市場応札・供給指示

▸ ペナルティレート

▸ 発動指令電源
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◼ 安定電源のうち、調整機能を「有」として登録した電源は、一般送配電事業者と容量提供事業者に
より、余力活用に関する契約を締結することが、リクワイアメントとして設定されている。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
「余力活用に関する契約の締結」のリクワイアメント

容量市場 メインオークション制度説明会資料
（対象実需給年度2029年度）
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◼ 余力活用に関する契約の締結期限は、実需給年度の前年度の12月末としている。

➢ 容量提供事業者は、オンライン機能の設置や需給調整市場システムを利用する環境が必要となる場合があ
るため、市場管理者から業務マニュアル等でも早期の対応が必要となることをお伝えしている。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
「余力活用に関する契約の締結」のリクワイアメント

容量市場業務マニュアル
実需給前に実施すべき
業務（全般）編
（対象実需給年度
2028 年度）
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観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

▸ 計画停止調整

▸ 余力活用に関する契約の締結

▸ 実需給の容量計画停止

▸ 市場応札・供給指示

▸ ペナルティレート

▸ 発動指令電源
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◼ 安定電源と変動電源は、電源等の供給力を提供できるように設備の状態を維持することがリクワイ
アメントとして設定されている。

◼ 年間8,640コマ（180日）相当を上限に電源の維持・運営に必要な作業・その他要因に伴い電源
を停止又は出力低下させる計画の提出を認めている。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
「計画停止」のリクワイアメント（安定電源・変動単独・変動アグリゲート）

容量市場 メインオークション制度説明会
資料（対象実需給年度2029年度）
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容量市場 事業者向け説明会（リクワイアメント対応）
（対象実需給年度：2025年度）

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
「計画停止」のリクワイアメント（安定電源・変動単独・変動アグリゲート）

◼ 実需給期間中における容量停止計画のコマカウントは、提出時期や低予備率アセスメント対象コマの
有無でペナルティ倍率（1倍もしくは5倍）が決定され、180日相当を超えるカウント分からはペナル
ティ対象としている。

◼ 年度途中に運開する電源も一部あるため、ペナルティ対象外となる年間180日相当の停止について
は、運開時期に応じて適切となるよう、引き続き検討していくことが考えられる。

（例えば、10/1運開の電源では、ペナルティ対象外となる停止日数を90日相当にするなど）



53

観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

▸ 計画停止調整

▸ 余力活用に関する契約の締結

▸ 実需給の容量計画停止

▸ 市場応札・供給指示

▸ ペナルティレート

▸ 発動指令電源



54４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
「市場応札」のリクワイアメント（安定電源）

◼ 安定電源には、市場応札のリクワイアメントが設定されており、「小売電気事業者等が活用しない余
力」の全量を卸電力取引所または需給調整市場に入札することが求められている。

容量市場 メインオークション制度説明会資料
（対象実需給年度2029年度）

容量市場 事業者向け説明会（リクワイアメン
ト対応）（対象実需給年度：2025年度）



55４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
「市場応札」のリクワイアメント（安定電源）

＜広域予備率Web公表システムより＞

2025/3/20 2025/7/30供給力提供通知
0時25分:7.77%
最新:17.04%

供給力提供通知
前日17時53分:7.72%
最新:18.41%

◼ 供給力提供通知以降、事業者による時間前市場への応札が行われる。また広域予備率の回復に
向け、一般送配電事業者による余力活用契約電源の追加起動等も行われる。

➢ 余力活用契約を締結している電源は、一般送配電事業者からの起動通告があれば、広域予備率の回復に
向けた起動により供給力を提供することとなる。

➢ 余力活用契約を締結していない電源は、時間前市場に応札し約定することで、供給力を提供することとなる。

◼ 市場応札のリクワイアメントについては、様々な特性をもつ電源が参加している状況を踏まえながら、
引き続き検討していくことが考えられる。

（例えば、余力活用契約の有無により、時間前市場入札に対するリクワイアメントを分けるなど）
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◼ 安定電源には、一般送配電事業者からの電気の供給指示に応じて、ゲートクローズ以降の発電余
力を供給力として提供することが、リクワイアメントとして設定されている。

４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
「供給指示への対応」のリクワイアメント（安定電源）

容量市場 メインオークション制度説明会資料
（対象実需給年度2029年度）

容量市場 事業者向け説明会（リクワイアメン
ト対応）（対象実需給年度：2025年度）



57４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
安定電源の起動時間の分布
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＜安定電源における起動時間の分布＞

◼ 水力電源は、停止状態から供給指示があった場合においても、早期の並列が可能といえる。

◼ 火力電源は、バランス停止時間等による起動時間の長短はあるものの、例えば前日断面に余力活
用契約による起動通告があれば、多くの電源が当日断面に並列が可能といえる。

◼ したがって、「余力活用契約」や「供給指示」のリクワイアメントは、広域予備率の回復に一定の効果を
与えていると考えられる。



58４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）バランス停止から起動する際のアセスメントパターン

容量市場 事業者向け説明会
（リクワイアメント対応）
（対象実需給年度：2025年度）



59

観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

▸ 計画停止調整

▸ 余力活用に関する契約の締結

▸ 実需給の容量計画停止

▸ 市場応札・供給指示

▸ ペナルティレート

▸ 発動指令電源



60５．観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供
現在のペナルティレート（Ｚ）の考え方

容量市場 メインオークション制度説明会資料
（対象実需給年度2029年度）

容量確保契約約款

◼ 市場応札の経済的ペナルティの計算に用いるペナルティレートは、容量確保契約金額／(契約容量
×Z)で算出される。

◼ 現在、Zの数値は、1年間で低予備率アセスメント対象コマに該当することが想定される時間として
いる（容量確保契約約款に記載）。



61５．観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供
現在のペナルティレート（Ｚ）の考え方

第101回制度検討
作業部会資料より
（2025年4月1日）

◼ 2024年度の供給力提供通知が比較的高頻度に発生し、Zの値が実態と乖離していることから、
2025年度からはZ=90に見直しが行われた。



62５．観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供
（参考）2024年度の供給力提供通知の発生状況

第101回制度検討作
業部会資料より
（2025年4月1日）



63５．観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供
（参考） 2024年度の供給力提供通知の発生状況（推定値）

第101回制度検討作
業部会資料より
（2025年4月1日）



64５．観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供
（参考） 2024年度の需要状況

第101回制度検討作
業部会資料より
（2025年4月1日）



65５．観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供
（参考）補正方法の詳細

第101回制度検討作
業部会資料より
（2025年4月1日）



66４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考）ペナルティレート（Ｚ）の考え方

第62回容量市場の在り
方等に関する検討会資
料より
（2025年3月27日）



67４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
2025年度の供給力提供通知の発生状況

◼ 2025年度の供給力提供通知の対象コマの発生状況（4月～9月※1）は、全国加重平均実績で
2024年度と同水準となっている。

2025年度の供給力提供通知（コマ数）
（2025年4月-9月※1）

供給力提供通知推定値※2

（2024年4月-9月）
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68４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
今後のペナルティレート（Ｚ）の考え方

◼ 今後のペナルティレートとしては、現行制度（Z＝90時間）を用いつつ、一定期間の供給力提供通
知数の実績と大きな乖離がないか継続的に確認していく方法も考えられる。

◼ その上で、設定に関しては、過去の実績を踏まえて毎年度のオークション前、もしくは実需給年度前
に決定する方法、あるいは実需給年度の実績にもとづいて事後的に決定する方法なども考えられる。

◼ また、低予備率アセスメント対象コマに該当することが想定される時間を用いる以外の方法も考えら
れる。

◼ ペナルティ強度が容量市場への参入意欲等に影響することも考慮する必要があるため、慎重な検討
が必要であるが、今後、適切なペナルティレートの設定方法についての検討を深めていくことを考えて
いる。



69

観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

▸ 計画停止調整

▸ 余力活用に関する契約の締結

▸ 実需給の容量計画停止

▸ 市場応札・供給指示

▸ ペナルティレート

▸ 発動指令電源



70４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
「実効性テスト」「発動指令への対応」のリクワイアメント（発動指令電源）

容量市場 メインオーク
ション制度説明会資料
（対象実需給年度
2029年度）

◼ これまでの本検討会で、発動指令電源に関する情報提供を行い、発動指令電源の応札時期や、実
効性テスト・発動指令への対応について様々なご意見をいただいたため、その要点をまとめた。



71４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考） 第55回のご議論 〔関連するご意見〕

⚫ 発動指令電源だけ完全に外枠にして、４年前という期間自体がそもそも適当なのか、もっと実需給断面に近い
ところにもっていくのか。

⚫ 今一度、発動指令電源を容量市場の外で分けてオークションするということも含めて、本来あるべき姿を検討して
も良いのではないかと考える。

⚫ やはり応札時期を変えるというアプローチもあるのではと考える。例えば、生産設備をＤＲリソースとする需要家等
は、なかなか実需給の４年前の段階で、将来の生産状況を予想するのは、難しいところがあるのではないかと認識
する。アグリゲーターの立場からすると、やはりなるべく実需給に近い時期に応札できるような仕組みを検討していた
だけると調整力供出の予見性が高まり、それが適正な応札量で入札できることになり、結果リソースの退出が少
なくなり、効率的な供給量確保に繋がると考えるため、応札時期についてもご検討いただければと考える。

⚫ 応札時に枠取りをすることがないような仕組みの構築が必要である、という考え方には賛同する。その点、既に複
数の委員、オブザーバーの方からもご指摘があったように、やはり４年前というタイミングを見直すのも一案ではな
いかと考える。

⚫ とりわけ発動指令電源の絡みで、多くのご意見をいただき、４年前で厳しい感じもするので、その辺り検討を深め
ていくことは重要かと考える。

◼ 第55回容量市場の在り方等に関する検討会では、発動指令電源の適切な応札時期などについて、
ご議論いただいた。



72４．観点２ 「現在の仕組みの再確認」に関連した情報提供
（参考） 第66回のご議論 〔関連するご意見〕

⚫ 需要抑制リソースに関しては、実需給段階において、実効性テストの時よりも、大幅にリソース数が増加の一方で、
実需給段階において需要抑制リソースの約半数近くがリプレイスされている点を踏まえると、実効性テストが実需給
段階でも需要抑制リソースの実効的な活用にどの程度貢献しているのか、この需要抑制リソースに対する実効
性テストの在り方について、少し検証の余地があるのではないかと受け止めた。発動指令電源の発動実績データ
の整合性確認作業については、多大なご負担と労力を要する作業であると理解し、今後これらの作業の効率化や
省力化を計る為の、支援システムの構築や導入も併せてご検討いただけると良いのではないか。

⚫ 発動指令電源の発動実績データの整合性の確認作業とあるが、２０２６年から電圧リソースのアグリ等もあり、
突合の不一致や色々あるということで、作業が非常に大変だということが書かれていることで、非常に心配。分
散型リソースというのは非常にこれから大事になってくると感じるが、上流の大規模電源だけではなく、様々なリソース
が入ってきて、それを活用することで非常に大切になる中で、パーセンテージが増えてくることと感じ、その中で突合作
業が非常に負担になるということで、どうすればこの負担を低減できるのか。

⚫ 発動指令電源のところの退出が多かったり、実際に寄与しないというようなところがあったが、この辺り当然ながら
発動指令電源の活躍ということは非常に期待されているわけで、それをどう上手く活用していくのか、そして最終的に
は、低価格で安定的に実需給断面を迎えられるようにできるのかという視点が重要と感じ、どういう制度の見直
しが良いのかに関しては、詰めた議論が必要。

◼ 第66回容量市場の在り方等に関する検討会では、需要抑制リソースにおける実効性テストの在り
方や市場退出を含む実需給までの実効性、実績の整合確認（突合作業）の負担軽減について、
ご議論いただいた。
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観点１ 「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供

・中長期的な供給力の確保状況

観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・応札ルール（参加資格、参加区分、開催タイミング等）の適切性

・需要曲線/指標価格の適切性

・約定ルール（シングルプライス・マルチプライス、市場分断処理等）の適切性

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

観点３ 「市場運営の効率化」 に関連した情報提供

・参加登録業務の状況

・２年度前の容量停止計画調整の状況
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◼ 容量市場のオークションの参加を希望する事業者は、容量市場システムを利用して、応札前に参加
登録の手続きを行う必要がある。

◼ 事業者は参加登録の手続きにおいて、事業者情報やオークションに参加する電源等情報・期待容量
等の登録や、必要な証憑等を提出する。

◼ 市場管理者は、事業者の登録内容や提出資料等を確認し、参加登録の審査を行っている。

５．観点３ 「市場運営の効率化」 に関連した情報提供
参加登録業務の概要

容量市場 メインオーク
ション制度説明会資料
（対象実需給年度
2029年度）
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◼ 参加登録の手続きにおいて、事業者には一定の業務量が発生することから、事業者の負担を軽減す
るため、市場管理者から事業者に前年度の登録データを提供している。

◼ また、申請の整合確認では、確認のやりとりの作業等の業務が避けられないものとなっている。

◼ これまでの業務を参考に、登録作業や書類提出、確認作業の自動化やデータベース化、AI技術の
活用など、事業者/管理者双方の更なる負担軽減や業務効率化に向け、引き続き検討していく。

５．観点３ 「市場運営の効率化」 に関連した情報提供
参加登録の業務効率化

容量提供事業者 市場管理者（広域機関）

整合確認
整合

（登録業務完了）

整合NG

市場管理者と容量提供事業者の間で
整合しなかった要因を確認して、修正を実施

（年間2,000件程度発生）

・事業者情報や電源等情報、
期待容量等の登録

・書類提出（システム添付）

容量市場システムでの
参加登録

年間1万件程度
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観点１ 「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供

・中長期的な供給力の確保状況

観点２ 「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

・応札ルール（参加資格、参加区分、開催タイミング等）の適切性

・需要曲線/指標価格の適切性

・約定ルール（シングルプライス・マルチプライス、市場分断処理等）の適切性

・リクワイアメント、ペナルティ強度の状況

観点３ 「市場運営の効率化」 に関連した情報提供

・参加登録業務の状況

・２年度前の容量停止計画調整の状況
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◼ 初回の容量停止計画の調整では、事業者からの依頼により、市場管理者が容量市場システムに登
録する提出様式（CSVファイル）の作成・登録を代理で実施していたが、２回目以降では提出様式
作成支援ツールを事業者に提供することで、事業者と市場管理者双方の業務効率化を図った。

５．観点３ 「市場運営の効率化」 に関連した情報提供
容量停止計画の調整における支援ツール提供による業務効率化の紹介

＜支援ツールのイメージ＞

作業のしやすいExcelベースでのツール
作業計画情報の入力し、出力可能容量を自動算定

メインメニュー画面

作業計画情報入力画面

事
業
者

市
場
管
理
者

ファイル
作成

容量停止計画提出
様式（CSVファイル）
作成/登録依頼

容量市場シス
テムに登録

作業計画
の策定

システム上で
の確認・修正

登録通知

初回（2022年年度） 2回目以降

事
業
者

ファイル
作成

容量市場シス
テムに登録/修正

作業計画
の策定

ツール
作成

ツール提供市
場
管
理
者

（CSVファイル作成が困難な場合）



78５．観点３ 「市場運営の効率化」 に関連した情報提供
容量停止計画の調整における業務効率化

月 火 水 木 金

容量提供
事業者

市場
管理者

システム利用可能 システム利用不可
供給信頼度
算定/公表

＜現在の供給信頼度算定/公表のスケジュールとシステム利用時間制約＞

9時 15時

13時

18時

算定期間
算定期間

9時 18時

13時

公表

算定期間

公表

◼ 容量停止計画の調整期間中は、市場管理者の供給信頼度算定に向けたデータ抽出のため、容量
市場システムに利用不可制約を設けている。

◼ これまでに、利用不可制約の緩和要望もあり、供給信頼度の算定/公表のスケジュールを「毎日」から
「週２回」へ見直すことで最適化を図った。

◼ 今後も事業者と市場管理者双方の更なる負担軽減や業務効率化に向け、引き続き検討していく。

9時 18時 9時 15時 18時9時 18時

15時 15時

凡例
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１．はじめに

２．2025年度包括的検証の検証項目に沿った情報提供（前回の続き）

３．観点１：「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供

４．観点２：「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

５．観点３：「市場運営の効率化」 に関連した情報提供

６．Call for Evidenceについて

７．今後のスケジュール



80６．Call for Evidenceについて
パブリックコメントとCall for Evidenceの違い

◼ パブリックコメント（意見募集）は、行政における計画の策定や制度改正の公布・施行前の段階にお
いて実施され、改善提案や意見等の確認や反映を行う手続きである。

◼ Call for Evidenceは、制度設計に向けた検討段階で、政策の方向性や内容を形作るために、
広く情報収集する位置付けとなっている。

◼ 今回実施するCfEは、容量市場を対象として振り返りを行い、将来に向けた気づきやアイデア、その根
拠等について確認する手法として活用する。

パブリックコメント（意見募集） Call for Evidence（CfE）

目的 行政における計画や制度改正案の是非を確認し、
改善提案を反映すること

政策の方向性や内容を形作るために、広く情報収集
すること

実施段階 行政における計画や制度改正の公布・施行する実
施段階

制度設計に向けた検討段階

募集対象 広く一般の意見
（事業者・団体・研究者・一般市民を含む）

主に事業者・有識者
（専門的知見を持つ関係者）

活用例 容量市場の募集要綱、業務マニュアル等の公表 イギリスにおける容量市場の検証
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章（観点/目的） 検証概要 設問項目 設問数

【CfE 第１章】

①制度主旨の再確認

容量市場の導入による影
響を評価、制度主旨との
整合性を再確認する。

• 中長期的な供給力の確保状況 1

• 発電投資の予見性確保状況 2

• 卸市場価格等に対する影響 1

• 調整力の確保の状況 2

• 容量メカニズムの適合性（他の容量メカニズムと比較） 1

【CfE 第２章】

②現在の仕組みの再確認
（必要に応じた機能性

の向上）

現行の容量市場のルール
が効果的に機能している
かを再確認し、必要に応
じて見直し案を検討する。

• 需要曲線・指標価格の適切性 2

• 応札ルール（参加資格、参加区分、開催タイミング等）の適切性 1

• 約定ルール（シングルプライス・マルチプライス、市場分断処理等）の適切性 1

• リクワイアメントの状況 5

• ペナルティの状況 3

• 発動指令電源の状況（募集のタイミング、市場退出の是非、実効性テストの負担等） 4

• 容量確保契約金額・容量拠出金の状況 2

• その他、容量市場の制度の仕組みに関する気づきやアイデア 1

【CfE 第３章】

③市場運営の効率化

効率的な市場運営ができ
ているか確認し、必要に
応じて運用を改善する。

• 参加登録業務の状況 1

• ２年度前の容量停止計画調整の状況 1

• 実需給期間のアセスメント業務の状況 2

• 契約管理・会計業務の状況 2

• 運用システムの状況 2

• その他、市場運営の効率化に関する気づきやアイデア 1

必須回答

任意回答

任意回答

６．Call for Evidenceについて
包括的検証におけるCfEの設問項目

◼ 今回のCfEでは、包括的検証で示している検証項目に沿って気づきやアイデアを提出しやすいように、
設問項目を設定している。

合計設問数：35件
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◼ それぞれの設問項目は、背景や論点を確認していただき、観点例なども参考に、回答を進める構成
としている。

◼ 第1章については、全事業者に共通する制度主旨に関する内容のため、必須回答項目としている。

◼ 第2章・第３章については、事業者によって関連度合が異なるため、任意回答項目としている。

６．Call for Evidenceについて
包括的検証におけるCfEの設問例

必須項目例 任意項目例
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◼ 10月中旬頃に広域機関のウェブサイトへCfEに関するお知らせを掲載する。

◼ お知らせ内のリンクから専用ページにアクセスいただくと、CfEの概要や設問などを確認できる。

◼ そのまま回答フォームに入力して、送信いただくと、提出完了となる。

６．Call for Evidenceについて
包括的検証におけるCfEの回答までの流れ



84６．Call for Evidenceについて
（参考）包括的検証におけるCfEの提出にあたっての留意事項

項番 分類 留意事項

1

回答フォームの
システム制約

システムの都合上、回答フォームは一時保存できません。事前にお知らせで公開するCfE専用ページの全
文をご確認のうえ、あらかじめ回答をご準備いただき、回答フォームにご入力ください。

2
回答を補完する資料を添付頂くことも可能ですが、アップロード可能なファイルサイズは、1つのアップロード
枠に対して10MBが上限となります。
10MB以上のファイルはアップロードできないため、内容を精査のうえご提出ください。

3
送信した内容を修正したい場合、改めて回答フォームへ記入し再送してください。
後に回答されたものを採用いたします。

4

ご回答の際の
ルール

回答者の属性や事業者名、回答者氏名等を必須入力項目としております。
事業者名や個人名は公表致しませんが、取りまとめ等で適宜回答内容は引用し紹介する場合があります。

5
１事業者においても、回答者の属性（発電/小売/一送）が異なるため、複数回答頂いても差し支えあ
りません。（同じ属性での複数回答は不可）
また、容量市場落札経験のない事業者や電力業界以外の法人も回答可能です。

6 その他
今回のCfEはパブリックコメントとは異なる位置付けのため、広域機関からの回答の予定はございませんが、
寄せられたご意見の全体像や代表的なものなどは後日紹介する場合があります。



85６．Call for Evidenceについて
包括的検証におけるCfEのご協力依頼

◼ 容量市場は、発電事業者（アグリゲーター含む）、小売電気事業者、一般送配電事業者など、関
係者がそれぞれの役割を担いながら、中長期的な供給力を確保していく制度となる。

◼ 本制度に関する情報も参考にしていただきながら、より良い制度構築に向けた気づきやアイデアのご提
供にご協力をお願いしたい。回答を補完する資料を添付頂くことも可能としますが、その場合においても
項目ごとに内容を記述するよう、お願いしたい。



86

１．はじめに

２．2025年度包括的検証の検証項目に沿った情報提供（前回の続き）

３．観点１：「制度主旨の再確認」 に関連した情報提供

４．観点２：「現在の仕組みの再確認」 に関連した情報提供

５．観点３：「市場運営の効率化」 に関連した情報提供

６．call for evidenceについて

７．今後のスケジュール



87７．今後のスケジュール

◼ 10月中旬頃にCfEを実施し、容量市場の制度に関する気づきやアイデアの募集を実施する（約
一ヶ月間の実施を予定）。

◼ また本検討会においても、CfEの実施後に状況報告や内容の紹介を進めていく。

◼ 3月頃を目途として、今回のCfE等を通じて得られた内容を踏まえた「包括的検証のとりまとめ」として
公表していく。

➢ 7月 ：容量市場の情報提供

➢ 9月 ：容量市場の情報提供

➢ 10月 ：CfEの実施

➢ 12～1月頃 ：CfEの状況（速報）

CfEの提出内容の紹介（トピックス）

➢ 2月頃 ：包括的検証のとりまとめ案の作成

（CfE等を通じて得られた内容を踏まえた検証のとりまとめ）

➢ 3月頃 ：包括的検証のとりまとめの公表

本日


